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研究成果の概要（和文）：本研究は、東アジア地区に散在するバイオマス資源のエネルギー相互利用システムの構築を
めざして、各国の資源賦存量を調査して、バイオマス利活用に伴う経済波及効果を明らかにした。バイオマス資源とし
て、米、キャッサバ、トウモロコシ、サトウキビ、サツマイモ、小麦の各賦存量を、GISとFAO統計データを用いて評価
した。エネルギー変換技術の今後の進展も考慮した。ASEAN各国のケーススタディを通して、CO2排出量が最小となるた
めの、各エネルギー変換技術の組合せによるシステム全体における技術シナジー効果を明らかにし、東アジア地域にお
けるバイオマスのエネルギー利用ポテンシャルを定量的に示した。

研究成果の概要（英文）：This study has evaluated the potentials of biomass resources and technologies, 
and economic ripple effect by using biomass energy in the East Asia. Potential of biomass resources such 
as rice, cassava, maize, sorghum, sugar beet, sugar cane, sweet potatoes, and wheat are evaluated by 
using the geographical information system (GIS) and FAO database. The database of conversion technologies 
considering the learning effect is developed. As a case study, the economic ripple effect of bio-ethanol 
production is evaluated by using inter-regional Input-Output table of 9 countries of ASEAN estimated from 
the GTAP-7 (Global Trade Analysis Project, ver. 7). Two cases are considered. One is that the bio-ethanol 
needed to E10 in each countries is produced in their own countries. Another is that the bio-ethanol 
production location is optimized with CO2 emission minimization, and the international transportation is 
considered.

研究分野： エネルギーシステム工学

キーワード： バイオマス　再生可能エネルギー　技術評価　バイオ燃料
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１．研究開始当初の背景 
 バイオマス資源をエネルギー源として利
活用する事業は、日本だけでなく世界各国で
盛んに進められている。東アジア各国（日本、
中国、韓国および東南アジア諸国）の中でも
タイでは、精糖用のサトウキビ残渣からエタ
ノールを生産する大型事業が着実に進み、す
でに国内での自動車用ガソリンは E10（バイ
オエタノール 10 パーセント混合）が標準規
格として流通している。マレーシアやインド
ネシアでは、パームオイルがバイオディーゼ
ルとして市場に本格投入されている。また、
ブラジルから日本へのバイオエタノールの
輸出事業に見られるように、単一の商品価値
として先行しているビジネス事例もある。 
 単一バイオマス資源を対象とするシステ
ム研究は、Cormio (2003)や Dornburg (2006)な
ど最適化手法を用いた数理モデル解析など
が近年注目を集めている。また、バイオ燃料
の経済性を評価した先行研究として、Wright
らは穀物からエタノールを製造する第一世
代のシステムと、セルロース系から製造する
第二世代のシステムの経済性を比較してい
る (2007)。国内を対象とした事例として、朝
野らは木質系バイオマスや農業残渣を利用
したバイオエタノールの生産コストと CO2
削減コストを求めている (2007)。環境性を評
価した先行研究として、Lavigne らはトウモ
ロコシから生産される第一世代と、茎葉から
生産される第二世代のバイオエタノールの
エネルギー収支を比較している (2007)。アジ
アの研究としては、Nguye らがタイにおいて
キャッサバから製造したバイオエタノール
を用いたE10の導入によるエネルギー収支と
CO2 削減効果を示した (2008)。しかし、先行
研究の多くは一つの国や地域、あるいは資源
を対象としており、複数のバイオマス資源と
国を同時に扱う研究事例はいまだに例がな
い。東アジア地域圏の国際取引を想定したバ
イオマス地勢データベースを開発すること
により、東アジアにおける技術シナジー効果
を定量的に示し、バイオマス資源のエネルギ
ー利用ポテンシャルを技術的側面から明ら
かにすることができる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、東アジア地区に散在するバイオ
マス資源のエネルギー相互利用システムの
構築をめざす。具体的には、(1)各国のエネル
ギーセキュリティーの強化、(2)各国の二酸化
炭素排出量の低減、(3)バイオマス産業の成長
による経済波及効果の向上を通して、東アジ
アの低炭素社会の実現に資することを目的
とする。東アジア各国の海外フィールド学術
調査を実施して、バイオマス資源の賦存量、
エネルギー変換技術ポテンシャル、収集運搬
輸送ルート等の要因データの関係を多層で
分析可能なリレーショナルデータモデル（バ
イオマス地勢データベース）を開発する。各
プロセスでの技術の組合せによる、システム

全体における技術シナジー効果を明らかに
し、東アジア地域におけるバイオマスのエネ
ルギー利用ポテンシャルを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 東アジア各国の海外フィールド学術調査
を実施して、バイオマス資源の賦存量、エネ
ルギー変換技術ポテンシャル、収集運搬輸送
ルート、などの要因データの関係を多層で分
析可能なリレーショナルデータモデル（バイ
オマス地勢データベース）を開発する。この
データモデルを利用して、経済性、持続可能
性を評価すると共に、国際取引のベネフィッ
ト分析を行う。 
(A) バイオマス資源の賦存量の現況調査と将
来ポテンシャル評価（バイオマス資源量調
査） 
(B) エネルギー変換技術の現状調査と将来ポ
テンシャル評価（エネルギー変換技術調査）  
(C) 多層リレーショナルデータモデルの開発
（地勢データベース作成）   
(D) 社会・経済的側面を含めた統合評価（デ
ータモデルの検証） 
 
４．研究成果 
(1) 大規模収集を考慮した木質バイオマスの
エネルギー利用システム設計と混焼発電へ
の応用 
 
 本研究は，資源の伐採からエネルギー変換
までを対象範囲として，複数の国内資源を考
慮した木質バイオマスのエネルギー利用シ
ステムを設計することを目的とする（Fig. 1）．
また，東北地方を対象としたケーススタディ
を通して，システム性能をエネルギー収支，
経済性，CO2排出量の 3 指標にもとづいて定
量評価した． 
 システムの構成要素として，資源の収集，
前処理（乾燥，チップ化，ペレット化），エ
ネルギー変換の 3 つを考慮する．また，各工
程は，資源発生地点（伐採，集積），前処理
施設（乾燥及び燃料製造），需要地点（エネ
ルギー変換）の 3 地点で行われるとして，各
地点間における資源及び木質燃料の輸送を
考慮する．各工程のエネルギー消費量から，
システム全体のエネルギーフローを明らか
にした（Fig. 2）．また，インベントリ分析を
用いて，木質バイオマス供給コスト，CO2 排
出量を明らかにした． 
 

 
Fig.1 システム構成要素 

  



 
Fig. 2 ペレット混焼のエネルギーフロー 

 

 
(2) 技術習熟効果を考慮した。エネルギー経
済モデルの開発 
 
 本研究では、技術進歩の効果を取り入れて、
地球温暖化緩和のための技術を定量的に評
価可能な手法の開発を目的とする。二因子習
熟曲線(Two-factor learning curve)にもとづい
て技術進歩をモデル化し、これをエネルギー
経済モデルに内生化する。対象技術として、
火力発電に伴う二酸化炭素排出の大幅な削
減が可能な CCS システムを考える（Fig. 3）。
経験による学習と研究開発の成果が、CCS シ
ステムの導入可能性に及ぼす影響を明らか
にした。 
 本研究の応用として、CO2 排出量の削減目
標を前提として、それに見合う経済的な導入
設備規模を論じる展開が考えられる。ある目
的を達成するための研究開発投資の対象技
術、波及効果、投資のタイミングと適正規模
などを、モデル解析によって事前に複数のシ
ナリオから選択して費用効果を高めるアプ
ローチ手法は、今後ますますその役割の発揮
が期待できる。 
 

 
Fig. 3 化学吸着の技術進歩要因 

 
 
(3) 熱力学的指標エクセルギーのよる第四世
代地域熱供給システムの設計  
 
 弘前市を対象地域とした地域熱供給シス
テムを設計して (Fig. 4)、エクセルギー指標
に基づく熱効率及び経済性を定量評価した。
地域熱供給システムの燃料として、都市ガス
と廃棄物系バイオマスを考慮した。このとき、
対象地域の資源賦存量は、熱需要量の 21%と
なった。得られた結果から、地域熱供給シス
テムは、既存のシステムに比べて熱効率は低
くなるが、エクセルギーコストは安価となっ
た (Fig. 5)。 

 地域熱供給システムは、80 度程度の温水を
熱媒体とするため、温度が低い排熱や、質が
低いエネルギー資源を有効利用することが
できる。そのため、他のバイオマス資源や、
コージェネレーションの排熱を利用するこ
とで、地域熱供給システムの熱効率を向上す
ることができると考えられる。 
 

 

Fig. 4 熱エネルギーフローの構成要素 
 

 
a) 既存のシステム 

 

b) 地域熱供給システム 

Fig. 5 エクセルギーコストの比較 
 
(4) 混合整数計画法を用いた自動車用バイオ
エタノールのサプライチェーンの設計 
 
 日本における自動車用バイオエタノール
のサプライチェーンを設計した。原料の栽培、
収集及び輸送、バイオエタノール製造、バイ
オエタノールの需要地への輸送をシステム
の構成要素とした。原料およびバイオエタノ
ールの輸送は、地理情報システムを用いて、
輸送時間最小化を目的関数として最適化し
た。栽培するバイオマス資源の種類、バイオ



エタノール製造プラントの規模と配置、原料
およびバイオエタノールを含めたシステム
全体のマテリアルフローを、コスト最小化を
目的関数とした混合整数計画法を用いて明
らかにした。得られた結果から、サプライチ
ェーン全体のエネルギー収支、温室効果ガス
排出量、経済性を定量的に評価して、システ
ム全体のエネルギーフローを明らかにした
（Fig. 6）。 
 

 

Fig. 6 バイオエタノール製造のエネルギーフ
ロー 
 
(5) 産業連関分析によるアジア諸国のバイオ
マス燃料製造に伴う経済波及効果 
 
 東南アジア諸国連合 (ASEAN) の 9 カ国を
対象として、各国が E10 を達成するためのバ
イオエタノール製造に伴う経済波及効果を、
産業連関分析を用いて定量評価した。GTAP-7 
(Global Trade Analysis Project, ver. 7) を基にし
た産業連関表と、高橋ら（高橋，et al., 日本
エネルギー学会誌, 2011）の最適化モデルを
組み合わせて，CO2 排出量が最小となる地域
と資源の組み合わせを明らかにした。得られ
た結果から、対象国がそれぞれ自国の需要を
満たすようにバイオエタノールを製造する
場合に比べて、資源が豊富で安価に製造可能
な国で生産して需要量が大きい国に輸出す
る場合が、CO2 排出量は少なく、経済波及効
果が大きいことが明らかとなった (Table 1)。 
 

Table 1 産業部門の波及効果 
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